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研究成果の概要（和文）：　2005年から開始した滞日ムスリム調査研究の成果をふまえ、在日ムスリムの10年後
の生活変容を把握することを予定したが、テロ事件等の影響で断念し、モスクが所在する地方自治体における多
文化共生施策に関するアンケート調査と、全国的に活動しているイスラーム復興運動団体へのインタビュー調査
と参与観察による調査研究を実施した。この他、新設モスクに関する情報収集と滞日ムスリム人口の最新推計を
実施した。

　また2009年から継続して開催している全国マスジド（モスク）代表者会議を、第8～10回まで継続して実施し､
日本社会とムスリムとの関係構築にも尽力した。

研究成果の概要（英文）：　We have conducted Social Surveys on Muslims living in Japan since 2005. At
 the beginning of this research project started from 2015, we were planning to conduct questionnaire
 survey on Muslims Life World in Japan. Due to terrorist attack in Europe and Bangladesh, we changed
 our research themes and conducted researches as follows: (1)Questionnaire survey on Multicultural 
symbiosis policy by Local municipality, (2) Interview and Participant Survey on organization and 
social activities by Tablighi Jamaat, (3) Survey on newly opened Mosques, (4) Latest estimation of 
Muslim population living in Japan. 
  We also held "Meeting of Representatives of Masjids in Japan" in 2016,2017 and 2018. These are 
important activities for formation of mutual relationships between Muslim communities and Japanese 
communities.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 滞日ムスリム（イスラーム教徒）人口は、
2006年の 6〜7万人から 2014年には 12〜13
万人へ、モスク（イスラーム礼拝所）の数は、
2005年の43から、2014年の80へと増加し、
日本におけるムスリム・コミュニティの存在
感はますます高まってきており、改めて滞日
ムスリムの総合的調査を企画することとし
た。 
 わが国では、2000 年代初めまでは、滞日
ムスリムに関する社会調査として、イラン人
を対象とした東京大学医学部保健社会学教
室『上野の街とイラン人―摩擦と共生』（1992
年）および筑波大学社会学研究室『在日イラ
ン人―景気後退下における生活と就労』
（1994 年）があったが、少数に止まってい
た。これら調査は、外国人労働者問題が顕在
化した時期に日本に流入した外国人の一つ
の類型としてイスラーム社会出身者を対象
としたもので、滞日ムスリムに焦点を当てた
包括的調査とは言いがたいものであった。 
 一方、ニューカマー外国人に関する研究と
して、奥田道大他編『池袋のアジア系外国人』
（1991 年）をはじめ、梶田孝道他『顔の見
えない定住化』（2005 年）まで数多く出版さ
れ、また自治体による外国人住民意識調査も
多数の報告書が刊行されていた。したがって
在日外国人に関する調査研究は多数に上っ
ていたが、滞日ムスリムに関しては、上記調
査や桜井啓子『日本のムスリム社会』（2003
年）の他は、特定の集団を対象とするインタ
ビュー調査によるものが散見される程度で
あった。この背景には、滞日ムスリムの外国
人人口に占める割合の量的な少なさがあっ
たが、小さいながらもムスリム・コミュニテ
ィが各地に形成され、包括的な研究が必要で
あると考えられたことから、代表者は、2005
年度より、滞日ムスリムの生活意識調査、全
国のモスク調査、さらに日本人のイスラーム
認識に関する地域間比較調査（岐阜市、富山
県射水市、福岡県福岡市）を実施して､研究
成果を発表してきた。 
 滞日ムスリム人口は、2000 年代半ばから
倍増し 2013 年末現在で約 12〜13 万人（外国
人ムスリム 10 万人、日本人ムスリム 2〜3 万
人）で、日本各地のモスクの数も 2000 年代
半ばから倍増し、家族形成や定住化も進んで、
第 2 世代も増加していた。高齢化も徐々に進
んで東日本各地に５カ所のイスラーム霊園
が開設されるに至っている。ハラール・ショ
ップ（イスラーム法に則った合法的な食品等
の販売店）も各地で営業し、加えて、エスニ
ック・メディアも多数活動し、イスラーム団
体の会報や新聞の発行、ウェブページやフェ
イスブックなどが開設され、滞日ムスリムに
関する情報は日々更新され、活況を呈してい
た。滞日ムスリム・コミュニティの存在感は
ますます高まってきていたのである。 
 これまでの諸研究から明らかになったこ
とは、滞日ムスリムの永住・定住化の深化と

第 2世代の成長および日本人ムスリムの増加、
イスラーム団体の制度化の進行と団体活動
の活性化、日本及び地域社会とムスリム・コ
ミュニティ間の交流や関わりの増加、そして
世代交代の時期が迫りムスリム・コミュニテ
ィの将来像が問われる時期を迎えているこ
とであった。以上に述べてきた滞日ムスリム
の現況と課題については、店田廣文『日本の
モスク：滞日ムスリムの社会的活動』（2015
年）にまとめて発表した。 
 滞日ムスリムのニューカマーによるモス
ク建設が始まって 30 年近くたち、コミュニ
ティの成熟と転換期を迎える頃となり、改め
て、滞日ムスリムの生活全般の意識や実態に
関する調査研究が必要と考えたのである。併
せてムスリム・コミュニティの持続可能性を
探るため、ソフトであるヒトの側面とハード
であるモスクの側面を取り上げて、滞日ムス
リムに対するアンケート調査、インタビュー
調査とモスクなど団体調査の実施を企画し
た。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、「滞日ムスリムの生活世界の
変容とムスリム・コミュニティの持続的発
展」という主題のもと、滞日ムスリムの生活
と意識の実態および全国に分布しているモ
スクの最新の実態の把握と分析を通して、滞
日ムスリム・コミュニティの持続的発展に係
わる現状と課題をソフトであるヒトの側面
とハードであるモスクの側面を取り上げて、
検討することを当初の主な目的とした。 
 しかし、途中から主たる研究テーマをモス
クが所在する地方自治体における多文化共
生政策に関わる調査研究と、近年国内で活動
しているイスラーム団体に関する調査研究
を主たる目的とした。ただし、国内における
モスク開設は依然として進行しているため、
新規のモスク関連の調査や、ムスリム人口に
関する推計などを目的とする研究も合わせ
て実施することとした。 
 
３．研究の方法 
 当初は、主に計量分析を目的としたアンケ
ート調査（外国人ムスリムに加えて日本人改
宗ムスリムも含む）、（２）質的分析を目的と
したインタビュー調査（滞日ムスリムだけで
なく、モスク周辺の地域自治会、日本人住民、
行政関係者も含む）、（３）新たに開設された
モスク実態調査、（４）統計的分析によるム
スリム人口の推計、の実施を計画していたが、
研究目的の変更に伴い、（１）と（２）につ
いては、モスクが所在している地方自治体を
対象とするアンケート調査と、国内で活発に
活動しているイスラーム団体に関するイン
タビュー調査に変更して実施した。（３）、
（４）については、当初の目的通り実施した。 
 
４．研究成果 
 本研究は、当初の研究目的を変更して、遂



行した。その原因は、2015 年から頻発した欧
州における過激派によるテロ事件や、バング
ラデシュにおける日本人犠牲者がでたテロ
事件の発生である。これら事件の影響は、国
内におけるムスリムを対象とするアンケー
ト調査やインタビュー調査の実施を困難に
する要因となったため、途中から主たる研究
テーマをモスクが所在する地方自治体にお
ける多文化共生政策に関わる調査研究と、近
年国内で活動しているイスラーム団体に関
する調査研究にシフトすることとした。ただ
し、国内におけるモスク開設は依然として進
行しているため、新規のモスク関連の調査や、
ムスリム人口に関する推計などの研究は継
続して実施した。 
 これら研究の現段階での知見や成果は以
下の通りである。滞日ムスリム人口は、2016
年末現在の推計で、約 17 万、うち日本人ム
スリムが約 4万（うち第 2世代以降の若者が
2 万 5 千以上）と顕著に増加している。日本
における外国人人口増加が続いていること
もあり、滞日ムスリム人口の増加は今後も継
続すると考えられる。 
 一方、モスクの増加も顕著で、2014 年の
80 から、2017 年には 105 を超えた。ムスリ
ム人口が増加しているものの、モスクの存在
しない県もあることから、留学生などによる
開設が今後も予想され、モスク増加は今後し
ばらく続くものと思われる。 
 日本における多文化共生政策は、総務省な
どの指針をうけて、地方自治体レベルでのプ
ラン作成や施策実施が行われている。本研究
では、モスクが所在している地方自治体を対
象として、多文化共生施策の現状と課題、お
よび、モスク認知やムスリムへの対応につい
て、アンケート調査を 2017 年後半に実施し
た。対象は、95 自治体で、うち 73 自治体よ
り有効回答をえた。この調査結果については、
詳細な分析を含めて、2018 年度以降の基盤研
究（Ｃ）の課題として取り組む予定であるが、
結果の一部は論文にて公表している。 
結果の概略は以下の通りである。調査は、

2017 年 11 月から、モスク所在の 95 自治体を
対象に、質問紙を使用した多文化共生施策に
関する調査を郵送法により実施した。ムスリ
ムやモスクに関する調査項目を設けて、地方
自治体の認識や多文化共生施策の現状や課
題について、調査した。これら地元自治体が
モスクやムスリムにどのように対応してい
るかは、地域コミュニティとの関係構築の今
後にも示唆を与えるものと思われる。 
 主な集計結果は、以下の通りである。まず
モスクの所在について情報を持っていた自
治体は７割であったが、3 割は所在について
「全く把握していない」であった。前者の自
治体のうち、モスクを訪問したことがある自
治体は 2割にとどまったが、訪問目的は多文
化共生推進のためなどと交流に積極的なと
ころが見られた。具体的にどのような話し合
いがなされたか尋ねると、訪日観光客受け入

れ、災害時の対応、外国人支援一般に関する
ものに分けられ、地方自治体側からイスラー
ム系宗教団体の協力を求めていることがう
かがわれた。モスク開設の情報が事前にあっ
たと回答した自治体は1割弱で、事前には「把
握していなかった」とする自治体が 7割にの
ぼった。 
 地方自治体が行っている多文化共生の取
り組みで「ムスリム住民を特に配慮した取り
組」の有無について尋ねると、1 割強の自治
体が「ある」と回答した。その内容を見ると、
イベント等でのハラール食や礼拝室対応、イ
スラームに関するセミナーなどの啓発活動
であった。今後のムスリム対応での課題とし
て、多い順に、災害時の対応、ハラール食の
対応、次いでイスラームやムスリムに関する
理解などをあげる自治体が、いずれも半数以
上であった。学校現場での対応を課題とする
自治体も 5割弱、地域住民とのトラブルをあ
げる自治体も 3割と少なくはなかった。課題
は「特にない」とする自治体は 1割未満であ
る。 
 以上の単純集計結果の概略からみると、地
方自治体のイスラームやムスリムに対する
認知や関心は総じて高くはないものの、一部
の自治体ではムスリムとの交流や協働が実
施されており、その必要性は認識されている。
またムスリム対応の課題は半数以上の自治
体で認識されていると言って良い。しかし、
モスクの所在を認知している自治体であっ
ても、その 7割は「今のところ、訪問する予
定はない」と回答しており、交流に積極的と
はいえないのが現状であった。 
 もう一つの調査研究として、近年、活動が
顕著な国内におけるイスラーム復興運動団
体タブリーギー・ジャマーアト（北インド発
祥のトランスナショナルな団体で欧州先進
国での活動も活発である）に関するものがあ
る。参与観察的な調査手法を用いて、同団体
の活動に参加しており、データ収集の段階で
ある。同時に、マレーシアや欧州での同団体
の調査も実施して調査研究を進めている。 
 マレーシアでは、タブリーギー・ジャマー
アト（以下、TJ）の活動に関する聞き取り調
査を実施した。TJ は、日本においても外国出
身のムスリムを中心に多くの支持者を集め
ている活動である。本調査は、①日本とマレ
ーシアの TJ の組織形態の比較と、②日本の
TJ の歴史的展開を明らかにする目的で実施
した。調査地は、マレーシアのクアラルンプ
ール郊外のスリペタリンに位置する TJ の本
部であった。調査においては、①はマレーシ
アの活動を支える古参の活動家の方、②は日
本に滞在経験のあるマレーシア人活動家の
方を中心にインタビュー調査を実施した。そ
の結果、①では組織形態や連絡系統において、
多くの違いが明らかになった。②では、1980
～90 年代に滞日していた活動家の方の話を
通じて、これまで十分に明らかにされてこな
かった当時のイスラーム復興運動の日本に



おける展開状況について詳細なデータを得
ることができた。 
 また、主にイギリスでの調査は、①日本の
TJ との組織形態の相違の検証、②ムスリムが
マイノリティとして生活している社会にお
ける、周辺社会との関係のありようを検証す
る目的で実施した。調査は、TJ のヨーロッパ
本部が位置するデュースベリー、ロンドンの
活動拠点、フランスの活動本部において実施
した。①では、組織形態の各国間での差異に
関する詳細なデータを得ることができた。②
では、英仏の活動家を通じて、周辺社会との
かかわりあいについて、特にムスリム・コミ
ュニティと地域社会、宗教教育施設における
多文化教育の視点から活動の経緯や実態に
ついて話を伺うことができ、日本における活
動との類似点・相違点双方に関する貴重なデ
ータを収集できた。同団体に関する、これら
海外での調査および国内の調査の成果につ
いては、一部の発表に止まっており、分担者
（岡井宏文）が得た新たな科研費基盤研究
（Ｃ）の助成で 2018 年度以降も研究を継続
する予定である。 
 この他、従来から実施してきた全国モスク
代表者会議の第 8 回から第 10 回までを実施
し、それぞれ、以下の様なテーマで実施し、
滞日ムスリム・コミュニティと日本社会との
交流を続けている。それぞれ以下のテーマで
開催した。第8回「文化の翻訳を考える」（2016
年）、第 9 回「多文化共生とムスリム・コミ
ュニティ」（2017 年）、第 10 回「日本のムス
リム・コミュニティを問い直す」（2018 年）
である。 
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